
•地域経済
の活性化
に寄与

（付加価値額
の伸び，経常
利益の伸び）

•雇用の確
保に貢献

（常用雇用数
の増）

•地域経済
の活性化
に寄与

（付加価値額
の伸び，経常
利益の伸び）

•雇用の確
保に貢献

（常用雇用数
の増）

■新産業創出ネットワーク事業 新事業創出支援事業補助金

【事業目的】
新事業への取り組みに必要な人材育成，試作・研究開発，マーケティン
グ・販路開拓等を一貫して支援

◎規模拡大を実現するための設備投資支援 （新規常用雇用者３人以上）

総投資額（下限1千万円）の２％＋常用雇用人員数×３０万円の補助

補助金の交付を受けるためには，
事業計画策定が必須条件

◎試作・研究開発（補助率2/3，限度額400万円/年）
・新技術，新商品，新サービスの開発に係る経費，試作品の開発に係る経費の補助

◎人材育成（補助率1/2，限度額120万円/年）
・経営の革新や研究開発，新サービスの展開に必要な人材の育成に係る経費の補助

◎マーケティング・販路開拓（補助率1/2，限度額150万円/年）
・想定顧客の設定，想定販路の設定に係る経費の補助
・販売促進等に係る経費の補助

ソフト支援事業（補助率2/3又は1/2）

・目標に向け一貫した総合的・継続的支援（最長３か年度）

◎専門家の招へい（補助率2/3，限度額90万円/年）
・創業や新たな分野への進出，規模拡大を図るための専門家招へいに係る経費の補助

ハード支援事業 （１社当たりの補助金限度額：１千万円）

【対象分野】県内中小企業

ＳＴＡＧＥ１
ビジネスアイディアの創出

事業計画の作成

ＳＴＡＧＥ２
人材育成

試作研究開発

ＳＴＡＧＥ４
設備投資

ＳＴＡＧＥ３
販路開拓

専門家招へい

申 請

審 査

◎事業所指定（事業採択）

資料１－１

※伴走支援
・ソフト支援事業の実施期間は，必要に応じて伴走支援を受ける

右欄に掲げる複数の補助
メニューを最大３か年活用
可能



応募対象者
・新事業の創出に取り組む中小企業者
（県内に事業所を有する中小企業者）

募集時期
例年４⽉中旬〜６⽉上旬

2

新事業創出支援事業

補
助
金
交
付

検

査

実
績
報
告

7 ⽉

公募
期間

審
査
会

採
択

４⽉ 2/296⽉

交
付
決
定

交
付
申
請

補助事業（研究開発 等）

事業 計画実施支援事業
２年⽬ ３年⽬

4/1 3/31
4/1

3/31
8 ⽉

約２年８ヶ⽉



※採否の決定、補助⾦交付決定は県が実施
各種申請・提出書類はセンターへ提出→県へ進達

参考
＜Ｒ5年度審査基準＞
・事業テーマの妥当性
・市場性
・実現可能性
・地域への波及効果
・財務・売上計画

3

本事業
に応募
したい︕

交付決定
補助事業

開始

補助⾦
交付
申請

申し込み 採択

不採択

審査
委員会
の審査
（年1回程度）事業

計画書

申請者による
プレゼンあり

申込書
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㈱○○ 事業計画書
テーマ「・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 」

１ 会社概要
２ 現状の組織とプロジェクト体制図
３ ビジネスモデル俯瞰図
４ 計画項⽬
（１）事業内容，既存事業との相違点
（２）製品（サービス）の特色，同業他社製品（サービス）との違い

（保有する設備・ノウハウ，活用する技術等含めて記載）
（３）顧客・市場の設定と市場環境
（４）流通・販路
（５）価格
（６）販売促進策
（７）量産可能性（原材料等の調達，⾃社設備，協⼒先等）
（８）法的規制の検討
（９） 設備資⾦，運転資⾦，資⾦調達計画
（10） 売上・利益・付加価値の試算（事業着⼿後３年間）
５ 工程表
６ 参考資料

審査委員
会の審査・
プレゼンあり

市場ニーズの根拠は明確か

他社製品より何が優れているのか（新規性）

販路の⽬処はあるか

売上、利益、従業員数の⽬標値

明確で分かりやすいテーマ名

事業化に向けた取組みのスケジュール



［事業の内容］
新製品等販路拡⼤⽀援事業

1

①国内商談会出展助成
県内中⼩企業者等が⾃ら開発した新商品，新製品の販路を開拓
するため，県内を⾶び出し，広く国内外市場に販路を⾒いだす
ために取り組む商談会・展示会への出展（国内開催に限る）に
参加する場合，その経費の一部を助成する。

②県外企業招へい商談助成
県内中⼩企業者等が⾃社の優れた技術やアイデアを生かし開発・
製造した新製品の販路を開拓するため，県外の取引先や商社等
を県内に招へいし，⾃社及び⾃社製品のアピールと県外企業へ
の販路を獲得・拡⼤する場として設ける商談会や⼯場⾒学会等
を実施する場合，その経費の一部を助成する。

資料１-２



［⽀援対象者］

2

県内の中⼩企業者等

［⽀援対象経費項目］
①国内商談会出展助成

出展料，⼩間装飾費，旅費・宿泊費，印刷製本費，運搬費等

②県外企業招へい商談助成
招へい企業（メーカー・商社等）の交通費，宿泊費

［助成率及び助成限度額］
①国内商談会出展助成 2/3以内，500千円以内
②県外企業招へい商談助成 2/3以内，300千円以内

［事業の実施期間］
交付決定のあった⽇から令和６年１⽉末⽇まで（予定）



［募集期間］

3

［採択の目安］
①国内商談会出展助成
②県外企業招へい商談助成 合わせて17件程度

［これまでに、国内商談会出展助成で助成した商談会の例］

令和５年４⽉〜５⽉頃を予定（センターＨＰで案内します）

（マリンメッセ福岡）モノづくりフェア
（ 〃 ）FOOD STYLE in Fukuoka
（インテックス⼤阪）関⻄機械要素展
（東京ビッグサイト）FOOMA JAPAN
（ 〃 ）FOOD STYLE Japan
（ 〃 ）国際福祉機器展
（ 〃 ）健康博覧会
（ 〃 ）⾃治体向けサービスEXPO
（ 〃 ）ヘルス＆ビューティーショー，スポーツファッション＆グッズEXPO
（ 幕 張 メ ッ セ ）スーパーマーケットトレードショー
（ 朱 鷺 メ ッ セ ）フードメッセ in にいがた



［応募用紙等］

4

かごしま産業⽀援センターＨＰで提供します。
詳しい応募要領やチラシ等も合わせて提供します。

かごしま産業⽀援センターでは、販路拡⼤・新市場開拓に
取り組む中⼩企業者等を応援しています。

アフターコロナを⾒据え、取引先の拡⼤を図るため、
都市圏で開かれる商談会に参加しよう
都市圏から商談相手を招き、⾃社の⼯場⾒学会を開こう
と考えている みなさま
この機会に、是非「新製品等販路拡⼤⽀援事業」を活用さ
れてみてはいかがでしょうか。



＜ 目的 ＞

ベンチャープラザ開催事業

1

県内の研究開発型企業が，開発した新製品・新技術を
県内外の投資家や販売先等へ積極的にアピールする場
を提供し，経営資源等の確保ができるような出会いの
場とする。

＜ 経緯等 ＞
・平成10年度から令和４年度までに

ベンチャープラザ⿅児島「⼆⽔会」
を８３回開催

・県内企業など 延べ272社が発表
・令和４年度は会場とオンライン参加の

併用で開催 （参加者は100名程度）

資料１-３



＜ ベンチャープラザ「⼆⽔会」概要 ＞

2

・主催
（一社）九州ニュービジネス協議会⿅児島地域委員会
（公社）⿅児島県⼯業倶楽部
（公財）かごしま産業⽀援センター

・開催⽇
年２回程度 原則開催⽉の第２⽔曜⽇ （センターHPで告知）

・内容
ビジネスプラン発表（資⾦調達・販路開拓・事業提携など）
交流会（情報交換・名刺交換など）

会場の様子 来賓の塩田鹿児島県知 展示コーナー



開催回 発表企業 発表内容

第83回 株式会社サナス 糖含有珪藻土を活用した持続可能な農業技術の実現に向けて

(R5.2.8) Ｄｅｅｐ Ｆｏｃｕｓ  ⿅児島から発信︕⾰新的パターでゴルフのもう⼀つの“新しい景⾊”を !

ＡＭＩ株式会社 超聴診器の研究開発と遠隔医療への取組みについての報告

第82回 ファーマーズサポート株式会社 画像のAI解析技術を用いたスマート農業システムの提供

(R4.11.8) 株式会社アイズ・カンパニー  競技用ウェアからトータルスポーツサポート事業戦略について

株式会社システムビジョン ＡＩカメラを活用した外観検査のシステム構築で生産性向上、経費削減

＜ 令和４年度の発表企業（県内企業）＞

3

＜ 発表者を募集しています ＞
・発表会場には，展示コーナーを設けますので，パンフレット等の

配付やパネル，現物の展示等で製品等をＰＲできます。
・発表内容は，かごしま産業⽀援センターが発⾏する季刊誌「情報

ＫＩＳＣ」に掲載され，県内企業等約750箇所に情報提供されます。

この機会に
⾃社の商品や技術サービス等をＰＲしてみませんか。
皆様の応募をお待ちしております。
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＜ 発表希望は随時受け付けています ＞

・詳しくは センターＨＰ
（トピックス ≫ 産業振興課 ≫ ベンチャープラザ⿅児島「⼆⽔会」）

または産業振興課（099-219-1272）まで，お問い合わせください。



＜ 目的 ＞

中⼩企業等外国出願⽀援事業

1

本事業は、優れた技術等を有し、かつ、それらを海外において広く活
用しようとする県内の中小企業者等に対し、外国出願に要する経費の⼀
部を補助⾦として交付することによって、諸外国での戦略的な産業財産
権の取得に向けた外国出願を促進することを目的としています。

＜ 対象者 ＞

資料1-4

鹿児島県内に主たる事業所を有し， 以下の要件を全て満たす中小企業者等が対象

１ 申請時点で既に日本国特許庁へ行っている出願（ ＰＣＴ 出願を含む） であっ
て， 次のいずれかに該当する方法により，令和６年２月末日までに外国特許庁
等へ同一内容の出願を行う予定があること

（ １） パリ条約等に基づき， 優先権を主張して外国特許庁へ出願する方法
（ ２） 特許協力条約(1970年にワシント ンで作成)に基づき，外国特許庁へ出願

する方法
（ ３） ハーグ協定（ 意匠） に基づき，外国特許庁へ出願する方法
（ ４） マドリッド協定議定書（ 標章） に基づき， 外国特許庁へ出願する方法



２ 補助金の交付を受ける外国特許庁への出願と既に日本国特許庁へ行っている出願（ Ｐ

ＣＴ 出願を含む） の出願名義人が同一であること

３ 必要書類の提出に当たって，外国特許庁への出願業務を依頼する国内弁理士等の協力が

得られること又は自ら同業務を現地代理人に直接依頼する場合等において同等の書類を提

出できること

４ 国及びセンターが行う補助事業完了後５年間の状況調査に対し，積極的に協力すること

５ 外国特許庁の出願にあたっては， 審査請求が必要なものについては，各国の特許庁が定

める日までに必ず審査請求を行うこと。 また，中間応答の必要が生じたものについては，

応答すること。

2

◆補助内容
➢ 補 助 率 助成対象経費の２分の１以内
➢ 補助上限額 １企業及び１出願ごとにそれぞれ次の各号に掲げる金額

（ １） １企業に対する１会計年度内の補助総額 ３００万円
（ ２） １出願に対する補助総額

・ 特許： １５０万円
・ 実用新案， 意匠， 商標： ６０万円
・ 冒認対策商標： ３０万円

➢ 補助対象経費 外国出願料，翻訳費用， 現地代理人費用，国内代理人費用等
※ 補助対象とならない経費

国内出願費用，ＰＣＴ 出願費用，国内消費税等



3

◆審査方法
センターが設置する審査委員会において提出書類の書面審査のみにて採否を決定。
※ 必要に応じ，追加資料の提出や申請者によるプレゼンテーショ ンを求める場合

ある。
※ 記載漏れや誤記、添付書類の不足など提出書類に不備がありますと、審査段階で

の採点に影響しますので、予めご承知おきく ださい。
■先行技術調査等（ 先行登録調査又は先行意匠調査） の結果から見て、 外国での権

利取得の可能性が明らかに否定されないと判断される出願であること
■次のいずれかに該当する中小企業者であること
・ 助成を希望する出願に関し、 外国で権利が成立した場合等に、当該権利を活用し

た事業展開を計画している中小企業者
・ 助成を希望する商標登録出願に関し、外国における冒認出願対策の意思を有して

いる中小企業者
■外国出願、 その後の権利登録に必要な資金能力及び資金計画を有していること
■本補助金において助成される外国出願の査定状況や、 フォローアップ調査等の報

告を行う中小企業者
※ 採否の結果はまずメールにて通知した後、 別途補助金交付決定通知書を郵送します。

なお、 審査の経過、内容、 不採択の理由等は一切お知らせしておりません。
ご了承願います。



 [注意事項]

 ※査定状況報告書提出の義務

 外国出願完了後、外国特許庁による査定状況について、 採択後にお知らせする所
定の書類にて毎年3月末現在の状況を5月末日までにセンターに報告してく ださい。
本報告は採択の翌年から結果が出るまでご報告いただきます。

 なお、 査定状況とは、 特許査定・ 拒絶査定・ 審査中・ 審判中・ 審査未請求等を意
味します。

 また、 査定状況報告書を提出していない事業者は、 原則として、本事業に申請で
きません。

 ※ フォローアップ調査回答の義務

 本事業完了後、 ５年間、特許等の取得・ 活用状況等について、 特許庁が行うフォ
ローアップ調査にご回答を お願いします。

 回答していない事業者は、 調査実施次年度の本事業に申請出来ません。

4



年間スケジュール（ 2022年参考）

国からの交付決定通知5月

第1回募集
HP 等による公募告知

募集受付 5月～6月（ 約1ヶ月）
審査会 6月下旬
交付決定 ７月上旬

第２回募集
HP 等による公募告知

募集受付 ７月～８月（ 約1ヶ月）
審査会 ９月中旬
交付決定 ９月下旬

外国出願、 実績報告書関連書類の収集、 実績報告書提出
＊出願後、 すべての費用の支払い完了後14 日を目安に、 最終
締め切り日までに実績報告書を提出してく ださい。

「 実績報告書」 提出最終締め切り2023年２月１０ 日（ 金） 17:00

助成金振込～３月末

5

申請から助成金支払いまでの流れ

























































1

令和5年度 公募事業等説明会

令和５年３月１７日
経 営 支 援 課

専門家派遣事業

資料３
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本県内の創業者・中小企業者で、
以下の3要件を満たす者

① 創業または経営⾰新等を⾏い経営の向上を⽬指す
意欲がある

② 創業または経営⾰新等、経営の向上に係わる⽬的・
⽬標が明確である

③ 専門家派遣により、付加価値の向上(※)が期待できる

※ 付加価値＝営業利益＋⼈件費＋減価償却費

令和５年度
９社×8回
募集時期︓随時

（予算上限に達するまで）

専門家派遣事業



①概要
 創業者や中小企業者が抱える経営、技術、情報化、⼈材、

マーケティングなどのさまざまな課題に対して、当センターに登録
している⺠間の専門家を複数回（１企業１テーマ８回／年
程度）派遣し、きめ細かなアドバイスを実施。

 希望する専門家を選定することも可能。ただし，以下のような
条件があります。
（派遣前に専門家登録がなされること）
（経済性，合理性が認められること）

3

＜テーマの例＞
・ 新たな⽣産管理⼿法の導⼊による納期短縮やコストダウンの実現
・ ＩＴシステムの導⼊によるリアルタイムな経営状況の把握
・ 新製品開発に向けた技術開発及び販路開拓 など



4

②事業の流れ

専門家との
事 前 マ ッ チ
ング

・課題把握
・テーマ設定 等

計画の
確認

診断助言
（年８回程度）

企業取組

実績
確認申請 派遣

決定
派遣
終了

③費用負担
謝⾦・・・５2,500円／回（概ね５時間）
旅費・・・当センターの旅費規程に基づき算出した額
負担割合＝企 業︓1/3（派遣毎にセンターへ納⼊）

センター︓2/3

※事業概要、申込書等は以下のセンターHPで確認できます。
https://www.kisc.or.jp/outline/keiei/haken/

https://www.kisc.or.jp/outline/keiei/haken/


5

「全体監視」
15台の設備をネットワーク接続し

リアルタイム状況を一括表示

《支援内容・成果》
支援内容︓①「管理指標」を可視化する技術支援 ②IT関連課題に対する助言や提案

③既存システムの利用促進と技術支援 ④⽣産設備の稼働率把握及び可視化へ向けた助言等。
具体的な成果︓新たな管理指標を確⽴し，“⾒える化”を無料ツールで実現。原材料等の購⼊⾦額、在庫

⾦額のリアルタイム編集の他、設備稼働率や経費集計はデイリー集計も可能となった。
現場でのIT課題について、⾼速検索ツールの紹介やソフトウェアの導⼊支援を受け，社員が業

務課題について積極的に試⾏錯誤し、意識改⾰に大きくつながった。

業 種︓⾦属製品製造業
テーマ︓「指標の⾒える化」を通じて、会社のIT化を推進し、

経営／現場改善を加速する



6

経営幹部から工程メンバーまで
参加した指導の様子

《支援内容・成果》
支援内容︓①QC活動の理解の推進

②QC活動を通して不具合率数値データを分析し，要因を解析する
③要因にアプローチし，不具合率を低下させる取り組みを実施し，⽬標値まで削減する。

具体的な成果︓社外不具合（クレーム）率は36％低減，社内不適合率は30％低減し，不具合率と不
良再製作率の改善と生産性向上を図ることができた。

各工程リーダーのみならず，メンバー全員が参加したことで，QC活動の考え⽅・⼿法の理解が
社内全体に浸透，意識改⾰に大きくつながった。

業 種︓⾦属製品製造業
テーマ︓QC活動の徹底的な理解と実践 ※QCはQuality Controlの略

現場における支援風景



KISC(ｾﾝﾀｰ)会員支援事業

令和５年３⽉１７⽇（⾦）
総務情報課

資料４



KISC(ｾﾝﾀｰ)会員支援事業

3

企業経営に必要な情報の収集や情報化及
び生産性向上の推進を図りたい企業並びに，
当支援センターの行う事業趣旨・目的に賛同
いただける企業等を対象として、会員制度を

設けています。 （随時受付）

KISC(ｾﾝﾀｰ)会員制度KISC(ｾﾝﾀｰ)会員制度

○ KISC会員 会費（一般）年会費 10,000円



KISC会員支援事業

3

１ 社内パソコン研修講師派遣事業〖２５社程度〗

２ ＩＴ導入促進支援（専門家派遣）事業〖１２社程度〗

３ ＩＴ資格取得支援事業〖２０名程度〗

４ 現場「カイゼン」導入支援事業〖１２社程度〗

(新)５ 取引あっせんメールサービス事業

６ 情報誌「ＫＩＳＣ」の企業PRコーナー枠提供事業

〖２４社程度〗

【Ⅱ 申請（申込み順）事業】

○ 実施事業一覧
【Ⅰ 公募事業】

ホームページ作成等支援事業〖１０社〗



ホームページ作成等支援事業【公募事業】ホームページ作成等支援事業【公募事業】

ホームページ・ECサイトの作成・リニューアル
費用等を助成
（＊募集内容はホームページを参照）

・事業費の２／１以内
・限度額10万円（10社程度）

4

KISC会員支援事業《公募事業》



社員の技術レベルに合わせて，ワード、エクセル、
パワーポイント等のオーダーメード研修に講師を
派遣（２５社程度(申込み順)）

① 社内パソコン研修講師派遣事業① 社内パソコン研修講師派遣事業

4

KISC会員支援事業《申請（申込み順）事業》



② ＩＴ導入促進支援事業② ＩＴ導入促進支援事業

5

会社の生産性向上に向けたＩＴ化の
業務プロセスや課題抽出等で連携する専門家派遣

（１２社程度(申込み順)）

①顧客対応，販売
促進

②決済・債権債務，
資⾦回収管理

③調達・供給，
在庫・物流

④人材配置

⑤業務固有プロ
セス(実⾏系)

⑥業務固有プロ
セス(支援系)

⑦会計・財務，
資産・経営

⑧総務・人事，
給与・労務

業務プロセスのIT化



ＩＴ導入促進(ＩＴ補助金)支援スキーム

7

か
ご
し
ま
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー

IT補助⾦
(IT導⼊補助⾦
事務局)

KISC会員

IT導⼊事業
登録者等

IT導⼊検討の会員

IT補助⾦活用サポート⽀援
１ 業務プロセスのIT化助言
２ 取組内容等への指導

（現状分析・課題抽出→ITカイゼン）

連携

国庫補助申請
(IT導⼊事業者がサ
ポート)

会員⽀援事業



③ IT資格取得支援事業③ IT資格取得支援事業

5

国家試験である「ITパスポート」資格取得
者に対して，資格試験の受験に係る受験料等
に係る経費を助成（２０名程度(申込み順)）

ITを正しく理解し，業務に効果的にITを利活用
することのできる“IT⼒”が⾝につく︕

１ 助成率 : 2/3以内
２ 助成限度額︓⼀人当たり５千円

（※ １会員当たり１万円上限/年度）



繁忙期と閑散期

残業代と手空き時間

急な需要増

出荷遅れ・欠品＝機会損
失

不良品の発生

歩留まり損

クレーム

カイゼンインストラクターが
お手伝いします。

売上UP ≠ 利益UP

生産性UP

ヒヤリハット

整理・整頓

安全・衛生管理
( HACCP)

３

食品関連産業「カイゼン」定着支援事業 説明資料

④ 現場「カイゼン」導入促進支援事業④ 現場「カイゼン」導入促進支援事業

生産管理等の専門的助⾔を⾏う
カイゼンインストラクターを派遣（１２社程度（申込み順））



現場「カイゼン」定着支援事業

[ 資料2-4]

２
食品関連産業「カイゼン」定着支援事業 説明資料

目的
食品関連企業等に対して，ものづくり企業としての意識を高め，高次な生産

管理手法を用いて徹底したコストダウンを実践できるような生産体制を整備し
定着させることで，企業の利益力を向上させ，新商品開発や販路開拓への
取組を促進するとともに，現場の意識改革を醸成し，職場環境の向上を図る。

（対象分野：生産管理，生産計画，５S，生産方法，社内意識改革等） （）

（対象分野：生産管理，生産計画，５Ｓ，生産方式，社内意識改革 等）

②「カイゼン」ゼミ開催支援
・カイゼンインストラクターの指導のもと，定期的に社内ゼミの開催支援を
行うことにより，生産現場の責任者を養成し，かつ「カイゼン」の定着を
目指す。

事業内容
( １)  カイゼンインストラクターによる支援

・カイゼンインストラクターを配置し，専門的な助言・アドバイスを行う。
①企業訪問

・カイゼンに積極的に取組もうとする企業を対象に訪問の上，生産管理
等に関する専門的な助言・アドバイスを行い，現場の方々と一緒に
生産性向上や職場環境向上を図る。



高い低い段階

自走実践着手普及・啓発フェーズ

事業メ
ニュー

ゼミ開催・運営指導
(委託)

フラッグシップ現場指導
(委託)

ゼミ発表会開催
(県・実施)

基礎的現場指導（会員事業）

社内ゼミ指導
(会員事業)

■ 事業スキーム



⑤ 取引あっせんメールサービス事業⑤ 取引あっせんメールサービス事業

5

KISC(かごしま産業支援センター)会員のモノ
づくり製造業者を対象に，「発注案件等」の情報
をメール配信することで取引拡大を支援

（ 配信情報 ）
(1) 発注案件情報の紹介
(2) 展示会出展・商談会の案内・募集
(3) 施策制度（補助事業等）の紹介 など



取引あっせんメールサービスの支援スキーム

13

か
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IT補助⾦活用サポート⽀援
１ 業務プロセスのIT化助言
２ 取組内容等への指導

（現状分析・課題抽出→ITカイゼン）

国庫補助申請
(IT導⼊事業者がサ
ポート)

会員⽀援事業



⑥ 情報誌への企業PR枠提供事業⑥ 情報誌への企業PR枠提供事業

5

情報誌『KISC』の「企業ワンポイントPR」
コーナーでの会社の業務・技術・商品の紹介
等を掲載（２４社程度(申込み順)）



ご清聴
有難うございました。

KISC(ｾﾝﾀｰ)会員制度については，当支
援センターの総務情報課(情報)まで，遠
慮なくお問い合わせください。
（入会は随時受け付けております。）

皆様の入会をお待ちしております。



情報支援事業等

令和５年３⽉１７⽇（⾦）
総務情報課

資料５



情報支援事業

１

（https://www.kisc.or.jp）

ＫＩＳＣ

ＫＩＳＣメルマガ 検 索

センターの助成金やセミナー等の支援事業、受発注情報、関係機関の各種支援事業等の最新情報を
発信します。

（https://www.kisc.or.jp/mail-magazine/）

センターでは，各種補助金や助成金の募集案内，商談会・展示会募集案内，各種セミナーの開催案内
などの情報を毎週金曜日に無料で配信提供しています。

＊ 配信を希望される方はセンターホームページから申し込んでください。

② メールマガジン配信サービス （毎週金曜日配信）② メールマガジン配信サービス （毎週金曜日配信）

① インターネット（ホームページ）による情報掲載 （随時）① インターネット（ホームページ）による情報掲載 （随時）

検 索

https://www.kisc.or.jp
https://www.kisc.or.jp/mail-magazine/


情報支援事業

１

【公式Twitter】

ユーザー名：kisc_1969

URL：https://twitter.com/kisc_1969

県内中小企業等への産業支援活動情報等をSNSで発信することより，県内産業の振興

を図るとともに，地域経済の発展に寄与します。皆さまのフォローをお待ちしており
ます。

③ 公式ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ・ﾂｨｯﾀｰによる情報掲載 （随時）③ 公式ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ・ﾂｨｯﾀｰによる情報掲載 （随時）

【公式Facebook】

ユーザー名：kisc.1969

URL：https://www.facebook.com/kisc.1969

https://twitter.com/kisc_1969
https://www.facebook.com/kisc.1969


情報支援事業

２

センターの各種事業や助成金、 産業技術などに関する情報発信・提供を行います。

④ 南日本新聞「中小企業経営情報」 （月３回）④ 南日本新聞「中小企業経営情報」 （月３回）

⑤ 情報化相談(随時)⑤ 情報化相談(随時)

○ 中小企業経営情報
（毎月３回 火曜日） 南日本新聞 令和５年３月７日（火）掲載



KISC(ｾﾝﾀｰ)会員支援事業

3

企業経営に必要な情報の収集や情報化及
び生産性向上の推進を図りたい企業並びに，
当支援センターの行う事業趣旨・目的に賛同
いただける企業等を対象として、会員制度を

設けています。 （随時受付）

KISC会員制度KISC会員制度

○ KISC会員 会費（一般）年会費 10,000円



3

・情報誌「KISC」 （5、 8、 11、 2月発行）
・社員研修用等DVD・ビデオの貸出し等の

サービス

① 会員への情報・資料の提供① 会員への情報・資料の提供

KISC会員支援事業の事業内容



② 情報誌「KISC」への広告チラシ同封サービス② 情報誌「KISC」への広告チラシ同封サービス

■チラシの内容■
中小企業者等が事業内容や商品等の広報を目的とするもの。

■チラシの規格■
(1) サイズは、原則Ａ４
(2) Ａ３サイズを二つ折りにしたものは、Ａ４として取り扱う

■同封サービス料■
Ａ４ １枚あたり １０円
※ 当センターの情報会員は８円（消費税込）

5

広告掲載の企業、広告チラシの同封サービスの利用を募集しています。



③ 情報誌への広告掲載サービス③ 情報誌への広告掲載サービス

広告の位置 裏表紙 全サイズ 50,000円（会員40,000円）
1／6サイズ 8,000円（会員6,400円）

４〜15ページ 1／6サイズ 5,000円（会員4,000円）

5
広告掲載の企業、広告チラシの同封サービスの利用を募集しています。



④ Ｉ Ｔ セミナー④ Ｉ Ｔ セミナー

5



ご清聴
有難うございました。

KISC(ｾﾝﾀｰ)情報会員制度については，
当支援センターの総務情報課(情報)まで，
遠慮なくお問い合わせください。
（入会は随時受け付けております。）

皆様の入会をお待ちしております。



※県の「起業⽀援プロジェクト事業」の一部を産業⽀援Cで受託して実施予定

起業⽀援伴走プログラム事業

1

資料６-1

１ 起業⽀援伴走プログラム

情報発信・広報，販路開拓

［対象者］起業準備者，ビジネスプランコンテスト最終審査会参加者等
［内 容］起業に関するセミナー（年３回）メンタリング支援（指導・助⾔）等

２ 補助事業
［対象者］ビジネスプランコンテスト最終審査会参加者
［対象事業］起業等準備，市場調査，商品・技術開発，

［対象経費］店舗改装費，設備費，広報費，外注費，旅費等
［補助率等］対象経費の３分の２以内，上限１５０万円

※ ビジネスプランコンテスト（県実施）
［対象者］県内で起業予定の者，県内中小企業者等
［対象事業］新規性及び成⻑性がある事業

＊ （参考）R４年度は７⽉〜９⽉に参加者募集，10⽉に１次審査，１⽉に最終審査会



1

資料6-2

１ 専門家による伴走支援

＜ 目的 ＞
新事業の創出に取り組む県内の中小企業者等が，円滑に新事業を

実施するために，専門家による事業計画のPDCAや課題解決の手法，
資金調達の相談等の伴走型の支援を実施することにより，新産業創出
の取組を広く支援することを目的としています。

＜事業内容＞

新規事業の計画策定や事業計画に沿った着実な事業の実施に向け
たコンサルティング，事業実施にあたり発生する問題等の解決を支援す
るため，支援実績が豊富な専門家より，企業の状況に合わせた伴走型
のコンサルティングを行う。

新産業創出ネットワーク事業

＜令和４年度実績＞
・12社に対し，延べ186回の支援(2月末現在)



２ セミナー・勉強会

＜事業内容＞

① ビジネスセミナー

 最新のビジネスの動向やテクノロジー等をテーマにセミナーを実施。
（副業人材，最新IT動向等）

 【令和４年度実績：オンラインで３回開催，延べ215名受講】

② 社内中核人材育成勉強会

 新しいビジネスアイデアやビジネスモデルを創造し，社内を巻き込み
ながら新事業を展開できるマインドやスキルを持つ中堅職員を育成する。

 【令和４年度実績：対面２回・オンライン３回開催，11社16名が受講】

2

＜ 目的 ＞
県内には，新規事業に不可欠なスキルやマインドを持った人材が少なく，

最新のビジネスモデルや技術等を学ぶ機会，多種多様な新しいアイデア
を生み出す場とそのアイデアを活用する場もなく，新規事業にあたって必
要となる「人材」が不足し，新規事業が生まれにくい環境となっています。

このため，「人材」を支援するために新規事業に必要な人材育成を目的
とした勉強会を開催するほか，最新のビジネスモデルを学ぶことができる
セミナー等を開催します。



＜ 目的 ＞

1

資料６-3
ものづくり鹿児島リーダー塾事業

県内ものづくり企業の若手経営者及び後継者候補を主な対象に，「ものづく
り鹿児島リーダー塾」を開催し，県外専門家や県内で先駆的な事業に取り組
んでいる先輩経営者による講演，ワークショップ，県内外企業視察等を計画し
ています。
本事業を通じて，広い視野をもって経営理念を確立し，それを実践できる人
材を育成するとともに，次世代を担う塾生相互の人的ネットワークの構築を
図り，企業の経営力の向上や新たなビジネスの創出，本県産業の持続的な
発展を図ります。

県外専門講師，県内先輩経営者による講演等や県外企業視察などを含め
５回程度開催します。

県内中小製造業の若手経営者，後継者候補，経営幹部等を対象とし，年間を通
じて継続して参加できること。

＜ 対象者＞



◆募集時期

令和５年７月頃

◆募集人員

１５名程度

◆受講料

無 料

◆講 師

・県内の先輩経営者：３名程度

・県外専門家：２名程度

【令和４年度実績】

①講演，ワークショップ，工場視察等 全６回実施

講師：県内ものづくり企業の社長（５名），県外専門家（３名）

②塾生 15名

③塾頭： （株）藤田ワークス 代表取締役社長 藤田幸二 氏

2
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経営革新等伴走型支援事業

令和５年３月１７日

経 営 支 援 課

令和５年度 公募事業等説明会
資料７

Ⅰ 経営革新計画の概要
Ⅱ 経営革新計画作成メリット



Ⅰ 経営革新計画の概要

2

＜経営革新計画とは＞
中小企業者が，新商品（サービス）の開発・生産，提供，新規事業分野への進出など，

自社にとって新たな取り組みを行い，経営の向上を図る３～８年間のビジネスプラン
（経営革新計画）のことです。作成後，県知事から承認を受けると，その計画達成に向
けた取り組みに対し，低利融資等の支援を受けることが出来ます。



Ⅰ 経営革新計画の概要

3

経営革新計画 取組の流れ

＜経営革新計画作成の支援＞
「経営革新等伴走型支援事業」では，当センターに配置している経営革新等

支援専門員と中小企業診断士の資格を持つ職員が，相談・計画作成・県への
申請までを支援します。



Ⅱ 経営革新計画作成メリット

4

経営革新計画作成のメリット・効果



Ⅱ 経営革新計画作成メリット

5



まずは， お問い合わせを！

6
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資料８
令和５年度 取引振興課（事業計画）

《取引振興課の業務》

① 県内中小企業（主に金属・樹脂製品の製造業）について県内外の発注企業との
取引をあっせんし，販路拡大をセンターとして側面から支援

② 中小企業が抱える，取引上の様々な悩み・相談に対応する「下請かけこみ寺」
を設置・整備し，相談窓口業務，迅速なトラブル解決のため裁判外紛争解決手続

（ＡＤＲ）を行い，下請適正取引を推進

【取引あっせんの仕組】

【取引あっせんに向けてのお願い】
・ 取引あっせんを行うために，当センターへの登録手続をお願いしております。

インターネットで自社情報のＰＲや発注情報探しなどができる県内のモノ
づくり企業等のデータベース「鹿児島県製造業ビジネス・マッチング・ステ
ーション」を開設・運営しております。（利用には登録が必要）

鹿児島県製造業ビジネス・マッチング・ステーション（登録無料））
http://www.kago-match.com/

● 取引あっせんの実績

区 分 令和４年度（２月末現在） 令和３年度
あっせん件数 ２９７ ２５６
取引成立件数 ５８ ６７
初回取引金額（千円） ３１，９７９ ７５，２１４

●「下請かけこみ寺」相談件数等の実績

区 分 令和４年度（２月末現在） 令和３年度
相 談 件 数 ５３件 ５６ 件

内 窓口相談 ４８件 ４７ 件
無料弁護士相談 ４件 ９ 件

訳 移動弁護士相談 １件 ０ 件

http://www.kago-match.com/
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１ 取引あっせん強化推進事業 〈予算額4,746千円〉

県外における新たな発注企業等の掘り起こしを積極的に行い，県内受注企業との商談

会（Ｗｅｂ商談会を含む）等を開催するほか，メーリング等による効率的な取引情報の受

発信により，新規販路開拓を支援します。

● かごしま取引商談会

名 称 かごしま取引商談会
主 催 （公財）かごしま産業支援センター 開催地 鹿児島市
開催時期 令和６年２月（予定）
開催方法 県外を中心とした発注企業ごとに小間を設置し，組合せ表に従って県

内受注企業と面談を行う指定面談方式（要事前登録）
昨年の実績等 (日時)平成５年２月９日(木)

１３：１５～１７：００
(場所)鹿児島サンロイヤルホテル
(参加企業)
発注企業１７社

（１社は各２ブース設置）
受注企業４９社

● ミニ商談会

名 称 ミニ商談会
主 催 （公財）かごしま産業支援センター 開催地 県内
開催時期 通年
開催方法 発注企業が県内受注企業を訪問する現地商談方式（Web商談会を含む）
昨年の実績等 ５回実施（発注企業５社，受注企業２０社）

区 分 開 催 日 開 催 場 所 参 加 企 業 数

１回目 R4. 4.20 県内３企業の工場 発注１社，受注３社

２回目 R4. 6.16～17 県内２企業の工場 発注１社，受注２社

３回目 R4.10.12～13 県内７企業の工場 発注１社，受注７社

４回目 R4.10.18～19 県内５企業の工場 発注１社，受注５社

５回目 R4.12.22 県内３企業の工場 発注１社，受注３社

６回目 R4.12.27 県内３企業の工場 発注１社，受注３社
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● 鹿児島県受注企業名簿（２０２４年度版）の作成

主要製品や得意とする加工内容等，登録受注企業の情報を記載し
た「鹿児島県受注企業名簿」を作成し，取引振興課の職員，専門調
査員が県内外の受発注企業を訪問する場合等に提供することによ
り，発注を促進します。

（作成部数）３００部，掲載受注企業数：約１７０社程度を掲載
※ 例年，年度末に作成し，翌年度の企業訪問等に活用

２ モノづくり取引開拓出展支援事業 〈予算額10,100千円〉

大都市圏で開催される展示会において当センターがブースを確保し，県内企業の加工

サンプル等を展示して，県内企業の技術力の高さ等を広くＰＲすることにより，取引先

の拡大や新分野への参入を支援します。

【令和５年度参加予定の展示会】 ※ 当センターＨＰで募集案内実施

併せて，登録企業にはメール，文書で案内

名 称 第２８回機械要素技術展（東京）

開 催 時 期 令和５年６月２１日～２３日

開 催 場 所 東京ビッグサイト

参加企業等 県内企業８～10社（加工サンプル展示のみ）

名 称 西日本製造技術イノベーション２０２３（福岡）

開 催 時 期 令和５年７月５日～７日

開 催 場 所 西日本総合展示場（北九州）

参加企業等 県内企業８～10社（加工サンプル展示のみ）

名 称 第２６回関西機械要素技術展（大阪）

開 催 時 期 令和５年１０月４日～６日

開 催 場 所 インテック大阪

参加企業等 県内企業８～10社（加工サンプル展示のみ）

名 称 モノづくりフェア２０２３（福岡）

開 催 時 期 令和５年１０月１８日～２０日

開 催 場 所 マリンメッセ福岡（福岡市）

参加企業等 県内企業８～10社（加工サンプル展示のみ）



- 4 -

３ モノづくり情報収集提供事業 〈予算額2,399千円〉

県内中小企業への取引あっせん及び発注情報収集のため，全国の発注企業を対象とし
た「九州合同発注開拓調査（書面調査）」や「発注企業訪問」を行うとともに，専門調

査員が登録企業（登録された受発注企業）を訪問し，情報の収集，提供を行い，県内中

小企業の販路拡大を支援します。

また，九州合同広域商談会として，公益財団法人福岡県中小企業振興センターが実施

する「製造技術マッチングフェア（商談会）」に参加し，県内中小企業の新規取引先開

拓を支援します。

● 令和４年度「九州合同発注開拓調査」実績（年２回調査）

区 分 調査対象企業数 回答企業数 発注案件数
１回目 九州全体 １，３２１ ２７８ １００
（R4.6月） うち鹿児島 １１８ ４２ ９
２回目 九州全体 １，３１８ ２７７ ９７
(R4.11月) うち鹿児島 １１３ ３８ ７

※Ｒ５，６年度の幹事県は，大分県の財団（公益財団法人大分県産業創造機構）

※６月，１１月に調査実施。九州内・外あわせて1,300社程度を対象とする。本県内
は120社程度を調査。調査結果は各県で共有。

● 課職員及び専門調査員による受発注情報の収集提供

年 度 令和４年度（２月末現在） 令和３年度
区 分 全 体 うち専門員 全 体 うち専門員
発注企業訪問数 ８３ ４９ ６９ ４１
受注企業訪問数 １８９ ９６ １８９ ８５

計 ２７２ １４５ ２５８ １２６

● 九州合同広域商談会への参加

開催日・開催場所 実 施 内 容
Ｒ５．７．５（水） 主催）公益財団法人北九州観光コンベンション協会

～７．６（木） 実施機関）公益財団法人福岡県中小企業振興センター
西日本総合展示場（北九州市） 「製造技術マッチングフェア（商談会）」









・カゴよろの取組み事例
・支援機関との連携事例

鹿児島県よろず支援拠点チーフコーディネーター
森友 伸和

「令和４年度 カゴよろの取り組み報告」

「令和５年度 事業計画」
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支援メニュー





カゴよろってどんな拠点？？



地元の新聞・テレビ・冊子に取り上げられる話題の拠点

「KYT鹿児島読売テレビ」が密着取材で特集を組んでくれました。5
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各種セミナー（学びの場）

個別相談（寄り添う）

チーム支援（１事業者に2名以上で相談）

リレー支援（課題によって他COへバトンタッチ）

スクラム支援（コーディネーターが数人あらゆる
角度から改善策を検証し、課題解決に挑む）

カゴよろの支援体制



オンラインセミナー
＆オンライン個別相談



毎月知財と連携してオンラインセミナーを開催



満足度９０％

約160種類の
セミナーを開催して
きました。

令和2年4月〜令和4年12月



JA⿅児島県経済連・地域おこし協⼒隊（⿅児島県内約130名）・⿅児島県茶業⻘年部（約300社が加盟）
等へ様々な機関とセミナーを開催
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支援機関との取組事例
通常の相談会やセミナー以外の
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1. お客様サポートセンター（山之江SCO・専門事務員）
2. よろず広報・バナーよろず（満留CO・松⽥CO）
3. YOROZU SX（森友CCO）
4. 市町村定期相談会（各担当CO）
5. ⼥⼦会運営（山之江SCO・鎌⽥CO・新地CO・三枝CO・浅井CO・⻄崎CO）

6. よろず新聞運営企画（新地CO・松⽥CO）
7. いつでもよろず（足達CO・事務員）
8. カゴよろマルシェ（森CO・鎌⽥CO）
9. ⿅児島セレクション（寶園CO・松⽥CO・三枝CO）
10.アフターコロナアシスト（森友CCO・満留CO）
11.まるっと経営プロジェクト（森友CCO）
12.カゴよろ支援インフラ（森友CCO・満留CO・寶園CO）
13.YOROZU NEXT(隈元CO・江藤CO）
14.成⻑志向企業伴走（川原CO・⻄崎CO）
15.⾏員向け勉強会（各担当CO）
16.産学⾦連携（各担当CO）
17.拠点間連携（各担当CO）
18.⾏政連携（各担当CO）
19.補助⾦・助成⾦⼀覧表（事務員・山之江SCO・川原CO）



専門のスタッフが事業者さまをフォロー



 バナーよろず：各支援機関（県内全金融機関８社・鹿児島県商工会連合会・県内商工会議
所10ヶ所・その他支援機関７ヶ所・国・県・市1ヶ所 計28ヶ所）と相互リンク

令和4年8月31日時点



年2回実施
・令和4年7月22日開催
・令和5年2月22日開催

SXとは、シナジーミックスの頭文字で、相乗効果の混りあいという意味です。
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市町村に設置
※本部、サテライト・出張商談会含む

市町村：２９箇所
商工会議所：４箇所
商工会：１箇所

離島を有し南北に６００Km
県人口約１５６万人。



県内商工会議所10ヶ所中5ヶ所とは、サテライトとして月１回は定期相談会を行う。

⿅屋商⼯会議所

いちき串⽊野商⼯会議所

市町村定期相談会

市町村定期相談会



令和２年度
令和３年度
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女性CO7名が企画運営

日本政策金融公庫（３拠点）と鹿児島相互信用金庫と連携

年2回開催



 よろず新聞（A3両面 年間4回発行）





 カゴよろマルシェ

令和4年9月29日（⽊）〜30日（金）
8社で第1回目開催しました。
第2回目は、令和5年1月26日〜27日開催予定。

第一地銀「鹿児島銀行（153か店）＆鹿児島県特産品協会と連携」



県商工会連合会と連携 （令和4年11月7日OPEN） 12社令和5年1月6日時点 3,824,190円達成



 アフターコロナアシスト（ACA）

20社に伴走支援
（行員も同席し、研修も兼ねる）

鹿児島相互信用金庫（県内58か店）との連携

コロナ融資で返済が２年後にスタートする事業者で
現在経営状況が厳しい事業者に伴走支援。

掲載記事はこちら☛
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まるっと経営⽀援プロジェクト（令和4年3⽉15⽇協定締結）

③ヒアリング

④⽀援要請

⑥コーディネーターによる⽀援
または

中⼩企業119専門家派遣事業

⑦よろず⽀援拠点との
同⾏⽀援

⾦融機関

⿅児島県信用保証協会

かごしま産業⽀援センター
（⿅児島県よろず⽀援拠点）

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

①業況報告書 ②⽀援方針に係る
情報交換

⑤⽀援依頼
⑧⽀援内容の
報告・意⾒交換

個別⽀援会議・
サポートミーティング

情報提供

⑨包括的な連絡調整会議
（四半期毎）

≪⽀援先企業≫
（１）ゼロゼロ融資の業況報告書提出先のうち，売上が大きく減少した⼀定規模以上の保証債務

残高がある中小企業者等
（２）既存の条件変更先のうち，ゼロゼロ融資の返済が令和４・５年度に開始する中小企業者等
（３）前記（１），（２）には該当しないものの，個別に支援要請があった中小企業者等

（１）保証協会は，ゼロゼロ融資の利用者
に係る業況報告書等に基づき，支援候
補先を抽出し，企業の支援意向を確認。
（左図①〜③）

（２）企業からの支援要請があった場合，
保証協会はよろず支援拠点による支援
の必要性を判断。（④〜⑤）

（３）よろず支援拠点による相談支援を実
施。必要に応じて保証協会も同⾏支援。
（⑥〜⑦）

（４）よろず支援拠点と保証協会は，随時
又は定期の連絡調整会議を通じて支援
⽅針の目線合わせ。（⑧〜⑨）

（５）必要に応じて，個別支援会議・サポ
ートミーティングの開催や，中小企業
活性化協議会等への情報提供を実施。

プロジェクトの流れ

11社支援機関との連携



（鹿児島信保提供、全信保連作成）
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市町村との連携 今年度は鹿児島市・鹿屋市・霧島市・阿久根市の４つの市町村と連携し、
補助金の採択条件に当拠点への相談が必須となりました。



鹿児島興業信用組合（県内25か店）＆南日本銀行＆日本政策金融公庫 行員向け研修会の連携



地元TV局が取材。
33

産学金連携。高校生が考える
商品開発プロジェクト

第二地銀
「南日本銀行（６４か点）
と連携」

鹿児島の高校生に学び
の場を提供！



拠点間と連携



鹿児島県にある34箇所のコワーキングスペースを全てを繋

ぐ企画を実施。コワーキングを利用しているフリーランス
の方々を対象に、Web3によるメタバースの世界を伝える
セミナーを、外部講師をお招きしてセミナーを行った。

鹿児島県＆鹿児島市と連携



鹿屋市役所と鹿屋市観光協会と連携
企画からブラッシュアップのための
セミナー・審査員として未来への商
品開発のアドバイスを行う。



バイヤーマッチング商談会





データーで見るカゴよろ



売上拡大が得意な拠点です！

全国平均



セミナーも含む



セミナーも含む



お客様サポートセンターの業務風景
立石 裕明さんによるCO勉強会





お客様サポートセンターの業務風景
立石 裕明さんによるCO勉強会



お客様サポートセンターの業務風景
立石 裕明さんによるCO勉強会
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IT関係の相談
：28.5%



• ご清聴ありがとうございました。

事業者さまの稼ぐ⼒の向上
を図っていきたいと思います。

鹿児島県よろず支援拠点 チーフコーディネーター
森友伸和 48



［資料１１］

県内企業が目指す 成長戦略の実現 に向けて
企業 と プロフェッショナル人材 との

マッチングをサポートします

○ 地方創生 の一環 （拠点開設：平成28年1月）です。（来年度8年目）

○ 地域金融機関 や 人材紹介事業者 等と連携しています。

○ 県内の高い成長力を持つ企業や新たな経営戦略等に取り組もうとしている企業 と，

都市圏等在住のプロ人材とのマッチングをサポートします。

① 常勤プロ人材（H28年～）

② 副業・兼業人材（R２年度～）

プロフェッショナル人材事業 の概要



○ 新規事業 を打ち出して，自社に新たな柱をつくりたい。

○ 自社製品を域内や海外へ 販路を拡大 したい。

○ 自社のコア技術を活かし， 新製品を開発 したい。

○ 次世代を育成し， 企業の競争力 を底上げしたい。

プ ロ 人 材 戦 略 拠 点

登録人材紹介事業者（１８社），登録副業・兼業人材マッチング事業者（４社）等

県 内 の 中 小 企 業

都市圏などの多様なプロ人材

①人材ニーズの発掘 ④プロ人材の紹介 ［ 人材還流 ］

［ 連 携 ］ ② 取り次ぎ

③登録など

経営
課題



《 企業訪問・相談活動の実施状況 》

開設以降累計令和４年度累計区 分
１,５１２件１４４件企業訪問・相談件数

９４５件１２５件求人取次件数

４１０件
［２７］件

７５件
［21］件

採用成約件数
［うち 副業・兼業人材］

［ 成約案件の特徴 ］

● 県外からの成約案件 ➱ 165件 （40.2％）

東京都，大阪府，福岡県，愛知県，神奈川県，埼玉県，兵庫県 ほか

● オンラインによるリモートワークの副業・兼業活用が全国的に増大

(EC等デジタル活用，デザイン等への活用）

令和５年２月末現在

プロ人材戦略拠点の活動状況



新年度 拠点活動の重点的な取組方針
１ 地域外副業・兼業人材活用促進事業補助金（県）
(1) 概要

プロフェッショナル人材戦略拠点のマッチングにより，副業・兼業により県外から県内企業に活用さ

れた人材が，実際に企業を訪れて業務に従事した場合の，当該企業が負担する人材の移動費（交

通費及び宿泊費）に対する補助を行う。

(2) 実施内容

① 補助率：１／２（企業負担１／２）

② 補助上限額：200千円（企業に対する補助上限額） ※支援件数６件想定。

２ 県プロ人材求人相談会の開催（拠点：年１回）

副業・兼業人材活用相談会の開催（拠点：年２回）
(1) 概要

プロ人材の求人ニーズを具体的かつ効率的な人材マッチングにつなげるため，求人ニーズのある県

内企業と当拠点に登録している人材紹介事業者との相談会を開催する。

(2) 実施内容（現時点での予定）

① 実施時期：プロ人材相談会１１月（予定），副業・兼業人材活用相談会９月，令和５年２月（予定）

② 実施規模：プロ人材相談会 求人企業15社程度，人材紹介事業者10社程度想定

副業・兼業人材活用相談会 求人企業10社程度，人材紹介事業者5社程度想定

R５年度に活用の検討をお願いする取組



プロ人材事業は，R5年度も プロ人材活用による
県内企業の活性化を目指します

まずは，ご相談ください！

県プロフェッショナル人材戦略拠点

(公財)かごしま産業支援センター

〒８９２－０８２１ 鹿児島市名山町９番１号

☎ ０９９－２１９－９２７７

ＦＡＸ ０９９－２１９－１２７９

Ｅ-mail ：projinzai@kisc.or.jp

http ：//www.kagopro.jp  

mailto:projinzai@kisc.or.jp



































